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NY マーケットレポート（2017 年 5 月 29 日） 

 

外国為替市場では、英国市場がスプリング・バンク・ホリデー、米国市場がメモリアルデーのため主要市場が休場となったことを受けて、新規材料

に乏しくドル円・クロス円は狭いレンジ内の動きが続いた。ユーロは、ドラギ ECB 総裁が「ユーロ圏はなお支援が必要だと ECB は確信している」

と発言したことを受けて、主要通貨に対してやや軟調な動きとなった。 

一方、南ア・ランドは与党アフリカ民族会議（ANC）の幹部会議で、ズマ大統領に対する不信任動議を否決したことを受けて、主要通貨に対して上

値の重い動きとなった。 

 

 

出所：SBILM 
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NY 市場レポート 
 

米国市場は、Memorial Day（メモリアルデー）のため休場 

 

メモリアルデーは、戦没将兵追悼記念日と呼ばれ、夜明けから正午まで星条旗の半旗を掲げる。南北戦争で亡くなった兵士を追悼する

ことから始まり、今では第一次世界大戦の後のあらゆる戦争でアメリカのために戦った兵士を追悼する日となった。多くの人は、この

日墓地や記念碑を訪れる。また各地の墓地などでは追悼式も行われる。 

 

 

22：05 

≪ 要人発言 ≫ 

ドラギ ECB 総裁 

 

・「ユーロ圏、なお支援が必要と ECB は強く確信している」 

 

 

≪欧州のポイント≫  

 

6 月に行われるフランス国民議会（下院）選挙に関する世論調査では、マクロン大統領の政党「共和国前進」（LREM）の得票率がトップ

になると見込まれている。共和国前進の得票率は 29％になる見通し。極右政党・国民戦線（FN）がそれに続き、得票率は 17％と予想さ

れている。共和党の得票率は 15％、極左メランション氏の政党は 14％となる見通し。マクロン大統領は定数 577 の過半数にあたる 289

議席を獲得し、経済活性化などの政策を推進したいとしている。 

 

 

≪欧州株式市場≫ 

 

欧州株式市場はまちまちの結果となった。米国がメモリアルデーの祝日で取引参加者が少ない中、不良債権に苦しむイタリアの銀行の

経営再建が不安視され銀行株が売られた。独 DAX 指数は小幅高となったが、仏 CAC40 指数は小幅安となった。なお、英国市場はスプリ

ング・バンク・ホリデーで休場。 

 

 

出所：Bloomberg 

 

 

ECB 公的部門購入プログラム 

             5 月 26 日・5月 19 日・5月 12 日・5月 5日・4月 28 日  

公的部門・・・・・・・・15576.8・・15464.0・・15347.7・・15227.3・・15119.6 

資産担保証券 ABS・・・・・ 236.7・・・238.4・・・238.1・・・237.2・・・237.3 

カバード債・・・・・・・  2193.5・・ 2192.2・・ 2186.0・・ 2174.4・・ 2163.7 

（億ユーロ） 

 



 
                                           

3 

≪ NY 原油市場 ≫ 

NY 原油は、中心限月が前日比 0.19 ドル高の 1バレル＝49.99 ドルで取引を終了した。 

 

NY 原油は米国の主要市場が休場となり、新規材料に乏しい中、OPEC の減産延長が在庫減少につながるとの期待を背景に堅調な動きとな

った。 

 

 
出所：Bloomberg 

 

 

≪外国為替市場≫ 

 

外国為替市場は英国、米国市場が休場となり、新規材料に乏しい中、主要通貨は小動きの展開が続いた。 

 

 

出所：総合分析チャート 
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提供：SBI リクイディティ・マーケット株式会社 

お客様は、本レポートに表示されている情報をお客様自身のためにのみご利用するものとし、第三者への提供、再配信を行うこ

と、独自に加工すること、 複写もしくは加工したものを第三者に譲渡または使用させることは出来ません。情報の内容について

は万全を期しておりますが、その内容を保証するものではありません。 また、これらの情報によって生じたいかなる損害につい

ても、当社および本情報提供者は一切の責任を負いません。 

本レポートに表示されている事項は、投資一般に関する情報の提供を目的としたものであり、勧誘を目的としたものではありま

せん。投資にあたっての最終判断はお客様ご自身でお願いします。  

 


